
（単位　円）

科　　　目

固定資産 ( 7,964,760,426 ) ( 8,991,324,799 ) ( 1,026,564,373△  )

有形固定資産 < 7,043,892,270 > < 8,042,250,963 > < 998,358,693△    >

土地 2,161,202,342 2,230,489,358 69,287,016△     

建物 3,230,915,305 4,039,343,310 808,428,005△    

構築物 273,897,330 282,401,946 8,504,616△      

教育研究用機器備品 313,436,622 340,745,534 27,308,912△     

管理用機器備品 45,098,776 48,759,724 3,660,948△      

図書 1,014,121,909 1,098,843,059 84,721,150△     

車両 1,078,936 1,668,032 589,096△        

建設仮勘定 4,141,050 0 4,141,050

特定資産 < 669,733,327 > < 686,218,386 > < 16,485,059△     >

退職給与引当特定資産 307,302,640 322,346,675 15,044,035△     

減価償却引当特定資産 362,430,687 363,871,711 1,441,024△      

その他の固定資産 < 251,134,829 > < 262,855,450 > < 11,720,621△     >

流動資産 ( 1,645,684,424 ) ( 1,869,315,451 ) ( 223,631,027△    )

現金預金 1,544,582,230 1,614,300,131 69,717,901△     

その他の固定資産流動資産 101,102,194 255,015,320 153,913,126△    

資産の部合計 9,610,444,850 10,860,640,250 1,250,195,400△  

科　　　目

固定負債 ( 1,146,802,640 ) ( 1,281,346,675 ) ( 134,544,035△    )

長期借入金 839,500,000 959,000,000 119,500,000△    

その他の固定負債 307,302,640 322,346,675 15,044,035△     

流動負債 ( 724,770,613 ) ( 805,054,373 ) ( 80,283,760△     )

短期借入金 419,500,000 341,000,000 78,500,000

その他の流動負債 305,270,613 464,054,373 158,783,760△    

負債の部合計 1,871,573,253 2,086,401,048 214,827,795△    

科　　　目

基本金 ( 8,509,449,710 ) ( 10,910,390,869 ) ( 2,400,941,159△  )

第１号基本金 8,384,449,710 10,785,390,869 2,400,941,159△  

第４号基本金 125,000,000 125,000,000 0

繰越収支差額 ( 770,578,113△    ) ( 2,136,151,667△  ) ( 1,365,573,554 )

翌年度繰越収支差額 770,578,113△    2,136,151,667△  1,365,573,554

純資産の部合計 7,738,871,597 8,774,239,202 1,035,367,605△  

負債及び純資産の部合計 9,610,444,850 10,860,640,250 1,250,195,400△  

純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減

貸借対照表
2020(令和 2)年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

校舎、体育館等
の建物及び建
物付属設備金
額のことです。

将来の特定の目
的のために使用
する資産（預金）
のことです。

現金及びすぐに
引き出すことので
きる支払資金の
ことです。

返済期限が1年

を超えて到来す

る借入金のこと

です。

返済期限が1年
以内に到来する
借入金のことで
す。

財産的な基盤
となる額のこと
です。学校が安
定的かつ永続
的に存続してい
くために必要な
額です。



（注記）

１．重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

　徴収不能引当金

 金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額を計上している。

　退職給与引当金

 退職金の支給に備えるため教職員のうち

 ①私立大学退職金財団加入者については、期末要支給額251,331,530円の100％を基にして

 私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金

 額を計上している。

 ②山口県私学教育振興財団加入者については、期末要支給額29,198,976円は山口県私学教

 育振興財団よりの交付金と同額であるため、退職給与引当金は計上していない。

（２）その他の重要な会計方針

　有価証券の評価基準及び評価方法

 有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

 期中に発生し消滅した預り金その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。

　食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

 補助活動に係る収支は総額で表示している。

２．重要な会計方針の変更等

該当事項なし。

３．減価償却額の累計額の合計額 2,568,696,755 円

４．徴収不能引当金の合計額 0 円

５．担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

    土地 188,175,670 円

    建物 2,227,104,110 円

　　定期預金 300,000,000 円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 1,267,240,461 円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

　①総括表

（単位　円）

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

当年度（令和2年 3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 0 0 0

（うち満期保有目的の債券） 0 0 0

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 217,713,089 205,437,891 △ 12,275,198

（うち満期保有目的の債券） 206,222,000 194,028,653 △ 12,193,347

合　　　　計 217,713,089 205,437,891 △ 12,275,198

（うち満期保有目的の債券） 206,222,000 194,028,653 △ 12,193,347

時価のない有価証券 426,307

有価証券合計 218,139,396



　②明細表

（単位　円）

９．偶発債務

　①当学校法人を被告とする地位確認等請求事件について元大学教員2名と係争中であり、それぞれ

11,966千円、7,852千円の損害賠償請求を受けている。

　②当学校法人を被告とする賃金等請求事件について大学教員6名および元大学教員4名と係争中であり、

総額58,100千円の損害賠償請求を受けている。

　　　

種類
当年度（令和2年 3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

債券 206,222,000 194,028,653 △ 12,193,347

株式 0 0 0

投資信託 11,491,089 11,409,238 △ 81,851

貸付信託 0 0 0

有価証券合計 218,139,396

合　　　　計 217,713,089 205,437,891 △ 12,275,198

時価のない有価証券 426,307


